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番号 411
特定事業の名称 劇場等における誘導灯及び誘導標識に関する基準の特例適用事業
措置区分 通知
特例措置を講ずべ
き法令等の名称及
び条項

消防法第１７条第１項、消防法施行令第２６条第１項第１号

特例措置を講ずべ
き法令等の現行規
定

劇場等の一定の防火対象物の関係者は、消防法施行令で定める技術上の
基準に従って、消防用設備等を設置し、及び維持しなければならない。

特例措置の内容 特区内において、消防法施行令（昭和３６年政令第３７号。以下「政令」とい
う。）別表第１（１）項イに掲げる劇場等を設ける場合、当該区域の消防長（消
防本部を置かない市町村においては、市町村長。以下同じ。）又は消防署長
の政令第３２条に基づく判断に当たってのガイドラインとして、次の要件を満
たす場合には、当該劇場等の避難階における避難口に関して誘導灯及び誘
導標識の設置及び維持に係る政令第２６条の規定を適用しないことができる
こと等について、通知により示すこととする。
【要件】次の１．から５．までの条件に該当するもの
１．当該避難階の床面積が５００平方メートル以下であり、かつ、客席部の床
面積が１５０平方メートル以下であること。
２．客席部に直接面する避難口を二以上有し、当該避難口が客席の各部分
から容易に見通し、かつ、識別できるとともに、歩行距離２０メートル以下であ
ること。
３．劇場等の屋外に避難した在館者が、当該劇場等の開口部から３メートル
以内の部分を通ることなく安全な場所に避難できること。
４．火災時に自動火災報知設備の感知器の作動と連動し、手動でも直ちに点
灯することができ、かつ、出入口を十分な明るさで照らすことのできる照明器
具（非常電源付）を避難口すべてに設置するとともに、上映中は当該避難口
に係員を常駐させること。
５．上映前等に、係員から在館者に対して避難口の位置等に関する案内説
明を行うこと。

同意の要件 特になし
特例措置に伴い
必要となる手続き

特になし



番号 512
特定事業の名称 地方公共団体の助成等による外国企業支店等開設促進事業
措置区分 通知
特例措置を講ず
べき法令等の名
称及び条項

入国・在留審査要領（平成１５年９月１０日法務省管在第５３２９号）
第１２編第２章第１６節

特例措置を講ず
べき法令等の現
行規定

「企業内転勤」の在留資格は、本邦に事業所が存在することが前提と
なっているところ、新たに出店等をする場合において、当該事業所とし
て使用する施設が、地方公共団体等から当該外国人が稼働する外国企業
に対し提供された施設である場合には、当該活動の拠点となる事業所の
確保が確実で当該活動が安定的かつ継続的に行われる見込みがあるもの
とみなすこととなっている。

特例措置の内容 １．地方公共団体が、その設定する特区が次のいずれにも該当するもの
と認めて内閣総理大臣の認定を申請し、その認定を受けたときは、当該
認定の日以後は、本邦に上陸しようとする外国人から、当該外国人が稼
働する外国企業に対して地方公共団体が助成の対象として指定し又は地
方公共団体等が転貸する施設を事業所として使用し、外国企業の支店等
開設準備に係る活動であって「企業内転勤」の在留資格に係る活動を行
うものとして、在留資格認定証明書の交付の申請があり、かつ、それが
当該在留資格に係る上陸許可基準に適合している場合には、当該活動の
拠点となる事業所の確保が確実で当該活動が安定的かつ継続的に行われ
る見込みがあるものとして、当該認定証明書を交付することができる。
（１）外国企業（地方公共団体において、事業の実施が確実で当該事業
の実施が特区内の産業発展等に資すると認める外国企業に限る。）が本
邦において事業を行う拠点となる当該特区内の事業所の確保を支援する
ため、当該外国企業に対して当該特区内においてその事業の用に供する
施設を地方公共団体が助成の対象として指定し又は地方公共団体等が転
貸するための必要な措置が講じられていること。
（２）当該特区において、投資活動を行う外国企業が相当程度集積する
ものと見込まれること。
（３）当該特区において外国企業が集積することにより、当該外国企業
が実施する事業が属する分野の産業の発展が相当程度見込まれること。
２．上記１．の申請をする地方公共団体は、上記１．（１）の施設を転
貸する機関が当該地方公共団体以外の機関である場合には、当該機関を
特定しなければならない。
３．上記１．（１）の規定により、地方公共団体において施設の指定を
行った上で、次に掲げる①から⑤の要件を満たさなければならない。さ
らに、地方公共団体等が賃借している施設につき、更に外国企業に転貸
する場合においては、①から⑤に加えて⑥の要件も満たさなければなら
ない。
【要件】
①賃貸借が可能である施設が存在していること（ただし、居住すること
を前提とした施設等、事業所として継続的に事業を行っていくことが不
適切であるものは除く。）。
②地方公共団体が当該施設を事業拠点として指定する場合には、あらか
じめ、当該施設の所有者及び外国法人から、当該施設につき賃貸借契約
を行う意思を記した誓約書等を地方公共団体に提出させること。
③本邦に入国後、当該賃貸借契約を行った場合には、当該外国企業は、
速やかに地方公共団体を通じて契約書の写しを地方入国管理局へ提出す
ること。また、指定された施設を使用しない場合、又は使用することが
できなくなった場合においては、地方公共団体において代替となる施設
を斡旋する等、事業所の創設を確実に担保することが可能となるような
措置を講ずること。
④本邦に入国後、３か月以内に事業所を設けて事業を開始することと
し、地方公共団体は､当該事業の開始後１週間以内に地方入国管理局に
報告を行うこと。



⑤当該期間内に事業を開始しない場合は、地方公共団体は、当該外国人
の所在を確認の上、速やかに地方入国管理局に報告するとともに、当該
外国人に対して帰国を求め、さらに、当該地方入国管理局の措置等によ
り当該外国人が帰国することとなった場合においては、帰国旅費を調達
するに必要な協力等、帰国するための協力を行うこと。
⑥施設の所有者と地方公共団体等における、当該施設に係る転貸借の契
約書等の写しを地方入国管理局に提出すること。

同意の要件 特になし
特例措置に伴い
必要となる手続き

特になし



番号 933
特定事業の名称 特別養護老人ホーム等の２階建て準耐火建築物設置事業
措置区分 省令
特例措置を講ずべ
き法令等の名称及
び条項

・特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第
４６号）第１１条第１項、第３５条第１項及び第４６条
・指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１
年厚生省令第３７号）第１２４条第１項、第１４０条の４第１項及び第１４０条の
１６
・介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成１
１年厚生省令第４０号）第４条第１号、第４１条第４項第１号及び第５３条

特例措置を講ずべ
き法令等の現行規
定

・特別養護老人ホーム、ユニット型特別養護老人ホーム及び一部ユニット型
特別養護老人ホームの建物は、耐火建築物でなければならない。ただし、入
所者及び入居者の日常生活に充てられる場所を２階以上の階及び地階のい
ずれにも設けていない場合には、準耐火建築物とすることができる。
・指定短期入所生活介護事業所、ユニット型指定短期入所生活介護事業所
及び一部ユニット型指定短期入所生活介護事業所の建物は、耐火建築物で
なければならない。ただし、利用者の日常生活に充てられる場所を２階以上
の階及び地階のいずれにも設けていない場合には、準耐火建築物とすること
ができる。
・介護老人保健施設、ユニット型介護老人保健施設及び一部ユニット型介護
老人保健施設の建物は、耐火建築物でなければならない。ただし、療養室等
を２階以上の階及び地階のいずれにも設けていない場合には、準耐火建築
物とすることができる。

特例措置の内容 地方公共団体が、その設定する構造改革特別区域内において、２階建ての
特別養護老人ホーム等について、次に掲げる要件を満たしていることを認め
て内閣総理大臣の認定を申請し、その認定を受けたときは、当該認定の日以
後は、当該認定に係る特別養護老人ホーム等については、準耐火建築物と
することができる。
１．入所者が円滑に避難可能な避難経路を２階から地上に通ずるように屋外
に確保すること。
２．火災の際に、当該避難経路を利用して円滑な避難が可能となるよう適切
な訓練を定期的に行うこと。

同意の要件 特になし
特例措置に伴い
必要となる手続き

特になし



番号 1010
特定事業の名称 地方競馬における小規模場外設備設置事業
措置区分 告示
特例措置を講ずべ
き法令等の名称及
び条項

競馬法施行規則第５９条の規定に基づく場外設備の位置、構造及び設備の
基準（平成４年農林水産省告示第１３０９号）

特例措置を講ずべ
き法令等の現行規
定

競馬法施行規則第５９条の規定に基づく告示では、場外設備の位置、構造及
び設備の基準を規定している。

特例措置の内容 地方公共団体が、競馬場に隣接するなどの地域における特性により、近接す
る文教・医療施設に対して著しい支障を来すおそれがなく、かつ、周辺環境と
調和しているものと認めて、次の１．及び２．に係る事項を構造改革特別区域
計画に記載し、構造改革特別区域法第４条に基づき内閣総理大臣の認定を
申請し、その認定を受けたときは、当該認定の日以後は、当該構造改革特別
区域内に設置される場外設備であって、特区計画に記載された１．及び２．に
係る事項並びに※１に適合していることについて、当該構造改革特別区域を
管轄する都道府県知事が書面により確認した場合には、競馬法施行規則第
５９条に基づく承認申請について、農林水産大臣は、「競馬法施行規則第５９
条の規定に基づく場外設備の位置、構造及び設備の基準」に規定する設置
承認基準を満たしたものとみなす。
１．地方公共団体が※２を超えない範囲内で定めた当該特区内に設置する
場外設備の規模の上限
２．場外設備を設置できる区域の範囲
※１　場外設備が備えるべき事項
（１）施設に関すること
①場外設備の規模及び設備に応じた適切な広さであること
②勝馬投票券の発売等の用に供する設備が整備されていること
③入場者の用に供する設備が整備されていること
④管理運営に必要な設備が整備されていること
（２）運営に関すること
勝馬投票券の発売等が公正に運営されることが確実と認められること
（３）地域社会に関すること
地域社会との十分な調整が行われていること
※２　場外設備の規模の上限
窓口（払戻しを含む）の数が五以内でかつ最大滞留者数が１００人以内であ
ること

同意の要件 特になし

特例措置に伴い
必要となる手続き

特になし



番号 1131（1143）
特定事業の名称 修了者に対する初級システムアドミニストレータ試験の午前試験を免除する

講座開設事業
措置区分 省令
特例措置を講ずべ
き法令等の名称及
び条項

情報処理技術者試験規則第２条（試験の科目等）

特例措置を講ずべ
き法令等の現行規
定

初級システムアドミニストレータ試験の午前試験科目には、情報処理技術者
試験規則第２条の定めるところにより、情報処理システムに関する基礎知識
及び情報処理システムの活用に関する共通的知識（以下「免除対象科目」と
いう。）が課せられている。

特例措置の内容 地方公共団体が内閣総理大臣に構造改革特別区域計画の認定を申請する
際に、当該地方公共団体から特定事業の内容として次の１．から４．に掲げ
る事項が提出され、当該事項につき経済産業大臣が現行規定による初級シ
ステムアドミニストレータ試験合格者と同等の免除対象科目に係る知識を習
得させることができるものとして認定に同意した場合には、当該地方公共団
体が当該事項に基づく措置を講ずることをもって、当該地区内に開設される
講座（以下「認定講座」という。）を修了した者が当該講座を修了した日から１
年以内に初級システムアドミニストレータ試験を受験する場合には、免除対
象科目を免除する。
１．経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画
２．修了認定の基準
３．修了認定に係る試験の実施方法
４．修了認定の基準に経済産業大臣が告示で定める民間資格の取得を含む
場合にあっては、当該民間資格の名称及びその試験科目

同意の要件 上記「特例措置の内容」の欄に記載されている地方公共団体からの提出事
項１．から４．の内容について、現行の規定による初級システムアドミニスト
レータ試験に合格した者と同等の免除対象科目に係る知識を習得させること
ができると認められること

特例措置に伴い
必要となる手続き

認定講座を開設した者（以下「開設者」という。）は、修了認定に係る試験を実
施するに当たって、次の１．又は２．の手続を行わなければならない。
また、開設者は認定講座の修了を認めた者の、氏名、生年月日、修了認定
に係る試験の結果を経済産業大臣（独立行政法人情報処理推進機構（以下
「機構」という。）が情報処理技術者試験の実施に関する事務（以下「試験事
務」という。）を行う場合にあっては、機構）に通知しなければならない。
１．修了認定に係る試験に使用する問題について、経済産業大臣（機構が試
験事務を行う場合にあっては、機構）の審査を受け、告示で定める手数料を
経済産業大臣（機構が試験事務を行う場合にあっては、機構）に納めること。
２．修了認定に係る試験に使用する問題を経済産業大臣（機構が試験事務
を行う場合にあっては、機構）から提供を受ける場合にあっては、告示で定め
る手数料を経済産業大臣（機構が試験事務を行う場合にあっては、機構）に
納めること。



番号 1132（1144）
特定事業の名称 修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験を免除する講座開設事業
措置区分 省令
特例措置を講ずべ
き法令等の名称及
び条項

情報処理技術者試験規則第２条（試験の科目等）

特例措置を講ずべ
き法令等の現行規
定

基本情報技術者試験の午前試験科目には、情報処理技術者試験規則第２
条の定めるところにより、情報処理システムに関する基礎知識及び情報処理
システムの開発に関する共通的知識（以下「免除対象科目」という。）が課せ
られている。

特例措置の内容 地方公共団体が内閣総理大臣に構造改革特別区域計画の認定を申請する
際に、当該地方公共団体から特定事業の内容として次の１．から４．に掲げ
る事項が提出され、当該事項につき経済産業大臣が現行規定による基本情
報技術者試験合格者と同等の免除対象科目に係る知識を習得させることが
できるものとして認定に同意した場合には、当該地方公共団体が当該事項に
基づく措置を講ずることをもって、当該地区内に開設される講座（以下「認定
講座」という。）を修了した者が当該講座を修了した日から１年以内に基本情
報技術者試験を受験する場合には、免除対象科目を免除する。
１．経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画
２．修了認定の基準
３．修了認定に係る試験の実施方法
４．修了認定の基準に経済産業大臣が告示で定める民間資格の取得を含む
場合にあっては、当該民間資格の名称及びその試験科目

同意の要件 上記「特例措置の内容」の欄に記載されている地方公共団体からの提出事
項１．から４．の内容について、現行の規定による基本情報技術者試験に合
格した者と同等の免除対象科目に係る知識を習得させることができると認め
られること

特例措置に伴い
必要となる手続き

認定講座を開設した者（以下「開設者」という。）は、修了認定に係る試験を実
施するに当たって、次の１．又は２．の手続を行わなければならない。
また、開設者は認定講座の修了を認めた者の、氏名、生年月日、修了認定
に係る試験の結果を経済産業大臣（独立行政法人情報処理推進機構（以下
「機構」という。）が情報処理技術者試験の実施に関する事務（以下「試験事
務」という。）を行う場合にあっては、機構）に通知しなければならない。
１．修了認定に係る試験に使用する問題について、経済産業大臣（機構が試
験事務を行う場合にあっては、機構）の審査を受け、告示で定める手数料を
経済産業大臣（機構が試験事務を行う場合にあっては、機構）に納めること。
２．修了認定に係る試験に使用する問題を経済産業大臣（機構が試験事務
を行う場合にあっては、機構）から提供を受ける場合にあっては、告示で定め
る手数料を経済産業大臣（機構が試験事務を行う場合にあっては、機構）に
納めること。



番号 1218
特定事業の名称 地域特性に応じた道路標識設置事業
措置区分 省令
特例措置を講ずべ
き法令等の名称及
び条項

道路標識、区画線及び道路標示に関する命令別表第二備考一（二）１及び
（五）２

特例措置を講ずべ
き法令等の現行規
定

・別表第二に寸法が図示されているものについては、図示の寸法を基準とす
る。
・高速道路等以外の道路に設置する案内標識のうち、方面及び方向を表示
するもの等の文字の大きさについて、道路の設計速度に応じ基準を定める。
ただし、必要がある場合にあっては、一定の割合に拡大することができる。

特例措置の内容 地方公共団体が地域特性により案内標識又は警戒標識を縮小する特別の
必要があると認めて内閣総理大臣の認定を申請し、その認定を受けたとき
は、交通の安全と円滑が確保されていることを前提として、道路標識、区画線
及び道路標示に関する命令において規定されている案内標識及び警戒標識
の寸法並びに案内標識に表示する文字の寸法を二分の一まで縮小すること
ができるものとする。

同意の要件 特になし
特例措置に伴い
必要となる手続き

特になし



番号 1219
特定事業の名称 特殊な大型輸送用車両による港湾物流効率化事業
措置区分 告示・通達
特例措置を講ずべ
き法令等の名称及
び条項

・道路運送車両の保安基準第５５条第１項、第５６条第１項及び第５７条第１
項に規定する国土交通大臣が告示で定めるものを定める告示(平成１５年国
土交通省告示第１３２０号）
・基準緩和自動車の認定要領について（平成９年９月１９日自技第１９３号）

特例措置を講ずべ
き法令等の現行規
定

道路運送車両の保安基準（以下「保安基準」という。）第５５条に基づき、以下
の場合に限り、地方運輸局長の認定により基準の緩和を認めている。
①長大又は超重量で分割不可能な単体物品を輸送することができる構造を
有する車両については、保安基準第５５条第１項に規定する告示に基づき、
寸法、重量等の基準の緩和を認めている。（ただし、保安基準第８条第１項に
基づく車両の走行性能に係る基準については、緩和は認められていない。）
②分割可能な貨物を運搬する車両については、特例８車種に限り、車両総重
量（保安基準第４条、上限３６ｔ）及び軸重（保安基準第４条の２）の緩和を認
めている。

特例措置の内容 港湾施設である道路（港湾法第２条第５項及び第６項に規定する道路をい
う。以下単に「道路」という。）において、貨物の流通の効率化を図る観点から
保安基準に適合しない専用架台輸送用大型車両等特殊な車両で貨物(分割
可能な貨物を含む。）の運搬を行おうとする場合、以下の要件を満たしている
と地方公共団体が認めて、内閣総理大臣に構造改革特別区域計画を申請
し、その認定を受けたときは、車両の寸法（長さ、幅、高さ）、重量（車両総重
量、軸重、隣接軸重及び輪荷重）及び走行性能（原動機の動力不足等により
円滑な走行に支障を生じるおそれがないと判断される場合に限る。）のうち、
地方運輸局長が車両ごとに指定した項目について、緩和を受けることができ
ることとする。
１．構造改革特別区域計画を作成する地方公共団体又は実施主体（自動車
の使用者）が、その責任において、道路を適切に管理するための措置（※１）
を確実に実施すること。なお、この判断は港湾管理者が行うこととする。
（※１）道路を適切に管理するための措置とは、以下のような措置をいう。
（ア）事前に道路の構造等の施設の安全性を確認すること。
（イ）必要に応じて、舗装の維持、修繕等に係る費用の負担等に関して互いに
協議すること。
２．港湾管理者、当該区域を所管する警察署、地方運輸局等の関係機関が
調整した方法により、通行する道路が他の交通と分離され、遮断（※２）され
ること。
（※２）具体的な遮断方法としては、物理的な遮断機等による遮断のほか、保
安員による遮断等でもよい。

同意の要件 特になし
特例措置に伴い
必要となる手続き

地方公共団体が構造改革特別区域計画について内閣総理大臣の認定を受
けた後、実施主体が地方運輸局長に対し本特例措置に基づく基準緩和の申
請を行い、認定されること。


